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竹田市の概要 

 

（1）竹田市の位置 

現在の竹田市は、平成１７年４月に旧竹田市、旧直入郡の旧荻町、旧久住町、旧直入町、

の１市３町の合併により誕生しました。 

 

竹田市は九州のほぼ中央、大分県では南

西部に位置し、北にくじゅう連山、西に阿蘇

外輪山、南に祖母山系を控え、１,０００m を

越える山々に囲まれています。 

また、市の東側は豊後大野市及び大分市、

西側は熊本県、南側は宮崎県、北側は九重町

及び由布市に接しており、中心市街地から県

都大分市まで約５０㎞、西方の熊本市まで約

７０㎞の位置にあります。 

 

  

竹田市
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（2）竹田市の沿革 

竹田市の沿革は、以下のようになっています。 

 

図表 1 【竹田市の沿革】 
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1.背景と目的 

 

社会問題＝公共施設等の老朽化と人口減少 

 

近年、公共施設・インフラに起因する重大事故の発生など、高度経済成長期に一斉に整備

された公共施設やインフラの老朽化・適正なメンテナンスが社会問題となっています。 

一方で人口減少、少子高齢化など社会情勢が変化する中、老朽化する公共施設やインフラ

の更新費用を充分に確保することが全国的に困難な状況です。しかしながら、これまでのよ

うな対応で更新や補修を行っていたのでは、短期間に大規模な財政負担が発生するととも

に、利用者に対する安全性も十分に確保できないことが懸念されます。 

本市における公共施設も同様で、施設の老朽化が顕在化しており、近い将来、これらの大

規模改修や更新等が必要となり、多額の維持管理費用が発生すると見込まれています。加え

て、旧１市３町が合併する以前から、それぞれで保有していた施設を引き継いで使用してい

ることから、同じ時期に建設した類似施設が多数存在している状況にあります。 

本市の現状を踏まえて、施設の劣化状況による健全度、施設の利用率による有効利用度

等により、総合的な検証を行い、継続、複合化・集約化による見直し、廃止などの取り組みを

進め、保有総量の低減を図る必要があります。 

本計画は、本市が保有する公共施設等全般の持続可能な運営・管理を行っていくために、

今後４０年間の総合的な管理の指針として平成２８年３月に策定されました。今回、個別計画

の策定を受け、これまでの取り組み状況や変更点を反映し改定を行うものです。 

図表 2 【公共施設等の社会問題】 
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2.計画の対象範囲 

 

本計画では、今後の建替や大規模改修などを検討する施設として、建築物系施設(ハコモ

ノ)と都市基盤施設(インフラ)を合わせた公共施設等を対象とします。 

図表 3 【対象範囲】 

 

 

 

3.推進体制 

 

図表 4 【推進体制】 
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・総合事務局 
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4.計画期間 

 

本市では昭和５０年代の建物が多く、建築物系(ハコモノ)の更新時期や都市基盤施設 (イ

ンフラ)の補修時期が今後４０年間に集中することが見込まれます。本計画は管理運営の推

進における中長期的な視点が不可欠なことから、平成２８年度(2016 年度)から令和３７年

度(2055年度)までの４０年間を対象期間とします。 

なお、令和２年度の個別施設計画策定を受け、令和３年度に本計画の改定を行いますが、 

１０年間の期毎の見直しは基本としつつ、来年度策定される本市の最上位計画「竹田市総合

計画」や財政状況、各種計画・制度の変更など、試算の前提条件に変更が生じた場合にも適

宜見直しを行います。 

 

 

図表 5 【計画期間】 
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1.人口の現況と将来推計人口 

 

■２０年間で約8,000人減少(平成 7年～平成27年) 

■平成２７年の人口増減率は８.６％減少 

■令和２７年(2045年)の推計人口は 11,520人 
 

図表 6 【総人口の推移】 

 

【資料】総務省「国勢調査」 

   令和２年以降の推計データは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

平成２７（2015）年の本市の人口は 22,332 人であり、平成７（1995）年からの２０年間

で 8,000 人程度減少しています。平成２７（2015）年の人口増減率は△８.６%となってお

り、その比率は上昇しています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和２（2020）年以降、本市の人口は  

２万人を割り込み、令和２７（2045）年には 11,520人になる見込みです。 

平成２７（2015）年の国勢調査による人口を基礎として、住民基本台帳法等の規定により

届出のあった出生者、死亡者、転入者及び転出者数を加減して算出した「大分県の人口推計

結果」では、令和２（2020）年 10 月１日時点の人口は 19,929 人で、同時点の本市人口と

国立社会保障・人口問題研究所の令和２（2020）年における推計値（20,346 人）を比較す

ると、年度ごとの変化に即した大分県の推計値との乖離が見受けられる。人口問題研究所の

推計以上の人口減少が加速する懸念があります。   
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2.年齢3区分別人口の推移 

 

■高齢化の進行 
【高齢化率：平成７年28.2％→平成 27年 44.8％→令和２年48.9％】 

(大分県平均33.1％) 
 

図表 7 【年齢 3区分別人口（大分県内）】 

 
【資料】総務省「国勢調査」 

 

図表 8 【年齢 3区分別人口】 

年齢階層別に本市の人口をみ

ると、高齢者（６５歳以上の老年

人口）の割合は平成１２(2000)

年の３３.８％から令和２(2020)

年現在４８.９％と２０年間で１５.１

ポイント上昇し、高齢化が著しく

進行しています。本市の高齢者割

合は県平均３３.１％を大きく上回

っており、県内市町村の中で姫島

村の次に高い状況にあります。一

方、同期間に年少人口は１１.８％

から９.１％へ、生産年齢人口は５

４.４％から４２.０％へ減少してい

ます。 

 

【資料】国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来

推計人口  (注) 不詳者は９０歳以上に加えて算出 
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3.財政の現状及び見通し 

 

■地方交付税の減少 

■人口減少に伴う市税への影響大 

 

図表 9 【地方交付税の見通し】 

普通交付税は、合併後に続く１０

年を経て、５年間の段階的低減の

後、令和３（2021）年度から一本算

定となりました。また、令和２年度

の国勢調査により人口が２千人程

度減少することの影響も考慮し、普

通交付税の減少を想定しましたが、

急減緩和措置や高齢者人口増の対

策が講じられ若干の増額となりま

した。しかし、新型コロナウイルスの

影響による国税の収入減や地方交

付税交付団体の増加等を考え合わ

せると地方交付税収入は減少する

ものと思われるため、今後の財政

運営に強い危機感をもって対応し

ていきます。 

 

【資料】※「令和３年度中期財政収支の試算」での推計値 

個人市民税は 1 月 1 日現在において竹田市に住所を有する者に課税するものです。法人

市民税は竹田市に事務所または事業所を有する法人に対して、法人の区分により均等割 5

万円から３００万円を、法人税割の税率１２.１％により課税します。 

将来予測にあたっては、調定額ベースでなく徴収額ベースとし、徴収率は固定化し推計し

ました。その結果、個人市民税は年平均５００万円程度減少、法人市民税は年平均２００万円

程度減少する予測となっており、人口減少に伴う市税への影響は大きいと言えます。 
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4.公共施設等の現況及び将来の見通し 

 

■保有施設数は３１１施設、延床面積は253,975㎡ 

■住民 1人あたりの延床面積は１２.３㎡ 

■学校教育及びスポーツ・レクリエーション観光系施設が 

全体の４５.5％を占める 
 

本市には 311 に及ぶ建築物系(ハコモノ)施設があり、総延床面積は 253,975 ㎡で、市

民一人当たりの延床面積は 12.3 ㎡、平成27年度策定時は 10.9 ㎡(全国平均の3.4倍）

でした。人口が 3,380 人と大きく減少したことにより、一人当たり面積は増加しましたが、

延べ床面積は、7,822 ㎡減少しました。延床面積の主な内訳は、学校教育系施設 32.4％、

スポーツ・レクリエーション観光系施設 13.1％に続いて、住宅系施設 12.5％です。 

 

図表 10 【施設用途別面積割合】 
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5.築年別整備状況 

 

■旧耐震基準施設は保有施設の１２.４％を占める 

■計画４０年の間、現状維持なら大規模改修が必須 
 

本市では平成６年度(1994 年度)をピークとして、平成元年度から平成１７年度(2005

年度)にかけて整備した公共施設が中心となっております。 

他方、昭和５６年(1981 年)以前に建てられた旧耐震基準の建築物は、旧文化会館や歴史

資料館の解体及び耐震化工事が行われた学校施設等を除くと、総床面積約 31,479 ㎡（全

体の12.4％）となり、計画策定時に比べ１８ポイント改善しています。建物は、建築後３０年が

経過すると不具合が出やすくなりますので、今後も先を見越して計画を立てておくことが重

要です。２０２０年の施設劣化状況調査の結果をもとに、個別施設計画で示された施設保全

のための維持工事優先度を基本として、老朽化の度合いと今後の利活用の度合いも鑑みつ

つ、建替に踏み切ったほうがよいか、耐震化工事や維持補修工事を行ってこれまでの建物を

使い続けるほうがよいか、あるいは取壊すべきかを判断しなければなりません。 

図表 11 【用途別耐震状況】 
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図表 12 【築年別整備状況】 

建築後３０年が経過すると、建物は不

具合が出やすくなり大規模な改修を必要

とする状況が発生してきます。保有する

施設については、計画的に保全策を実施

し、長寿命化対策を進めることにより施

設を安全に長持ちさせ、ライフサイクルコ

ストを削減します。 

築３１年以上経過している建物の床面

積は１０.７万㎡あり、全体の４２％となっ

ています。学校教育施設の５６％、公営住

宅の４８％が築３０年を経過しており、計

画的な老朽化対策が必要となってきま

す。  
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6.建物系施設（ハコモノ）における管理対策の実績と今後の見通し 

 

■建物の改修・長寿命化・更新費用約359.6 億円 

■一年あたり１０億円 
 

現公共施設等総合管理計画では、現状の公共施設（ハコモノ）をすべて維持すると仮定し、

今後４０年間で約 1,042.4 億円(年平均 26.1 億円)の改修・更新費用が必要と推計しまし

た。しかし、現実にはすべての施設を維持していくわけではなく、用途変更や複合化、廃止等

により総量の抑制を推進していきます。令和３年３月策定の「個別施設計画」による保有施設

に対する今後の方針を基本として、施設の劣化状況を把握しながら予防保全を図ることによ

り、経費の節減に努めます。また、長寿命化改修を行うことにより、耐用年数を超えても、当

面は安全に使用できるように施設を維持していきます。 

 

図表 13 【計画策定以降の主な実績】 

■平成２７年度 

旧文化会館等解体や譲与売却 △7,094.0 ㎡ 

直入スカイビュー等新築           238.9㎡ 

■平成２８年度 

旧第 2庁舎等解体や譲与売却 △8,046.4 ㎡ 

市立図書館等新築            2,455.0 ㎡ 

■平成２９年度 

歴史資料館等解体や譲与売却  △2,025.7 ㎡  

住宅アルバ代官町等新築        3,397.1㎡ 

■平成３０年度 

百木公民館等解体や譲与売却  △1,848.2 ㎡ 

総合文化ホール等新築        12,080.7 ㎡ 

■令和元年度 

旧学校給食調理場売却等     △2,896.8 ㎡ 

歴史文化館等新築            1,954.6 ㎡ 

■令和２年度 

旧岡本小学校(分館)解体や譲与△5,898.1 ㎡ 

天空の展望公園新築             101.3 ㎡ 

 

 

 

  



第2.章 公共施設等の現況と課題 

13 

 

図表 14 【有形固定資産減価償却率の推移】 

 

 

図表 15 【有形固定資産減価償却率の算定式】 

有形固定資産減価償却率＝ 
減価償却累計額 

償却対象資産の貸借対照表計上額+減価償却累計額 
 

 

【有形固定資産減価償却率とは】 

本市が所有する有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割

合を計算することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全

体として把握することができます。数値が高いほど施設の老朽化が進行していることを表し

ます。 
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7.維持管理経費、更新等の経費（個別施設計画を踏まえた改定） 

 

施設、設備、構造物等の機能の維持のために必要となる定期的な点検・調査を実施し、損

傷部分の補修、修繕を計画的に実施していきます。 

 

図表 16 【維持管理経費の推移】 

 

 

 

 

図表 17 【耐用年数経過時の単純更新経費】 

現存する施設のうち現時点で更新し

ないと判断されている施設以外はすべ

て耐用年数経過時点で更新するとした

場合、計画期間中に８２７．６億円（年平

均２３．６億円）の更新経費（解体費を含

む）が必要となります。 

すでに耐用年数が経過している施設

については、経費の集中を避けるため

計画期間中での負担の分散を図って

います。 

（右表は、令和３７年度までの計画期間中、 

向こう１０年の経費を表示） 
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図表 18 【長寿命化対策を反映した場合の経費】 

大規模改修や長寿命化改修等による

経費は３５９．６億円（１年あたり約１０

億円）となり、見直しや廃止などの取組

みを進めることで、保有総量の低減を

図りながら、今後も継続して保有する

施設については、計画的に保全策を実

施し、長寿命化対策を進めます。長期

的活用の視点に立った日常点検の強化

など、計画的な維持管理を行い、施設

を安全に長持ちさせ、ライフサイクルコ

ストを削減します。 

（右表は、令和３７年度までの計画期間中、 

向こう１０年の経費を表示） 

 

 

 

 

■長寿命化対策等による効果 

大規模改修や長寿命化改修により、施設の機能回復を図り、躯体の健全性を確保すること

により、長期使用（目標使用年数８０年）の可能性を確保します。 

耐用年数経過時に更新する場合に比べ、長寿命化対策による効果額は、４６８億円となり

ます。 
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8.建物系施設（ハコモノ）と都市基盤施設（インフラ）の改修・更新費用試算 

 

■都市基盤施設（インフラ）を含めると今後35年間で 

約１,３７６.２億円 

■一年あたり約３９.３億円 
 

 

都市基盤施設（インフラ）は、生活および産業の基盤となるものです。今後、少子高齢化や

人口減少という社会状況が変化する一方、多様化する市民ニーズへの対応やサービス向上

のため、新しい需要が生まれ、結果として管理資産が増加する可能性があります。 

 

 

図表 19 【インフラ施設一覧及び更新費用推計】 

本市が所有する建物系施設(ハコモノ)及

び都市基盤施設(インフラ)について、すべて

建築後３０年で大規模改修を実施し、６０年で

現状規模のまま建替を行った場合、今後３５

年間で約１,３７６.２億円の費用を要し、３５年

間で平均すると、毎年約３９.３億円かかる試

算となります。 

今後５か年の充当可能な財源の見込みは、

年平均１８億円が予定されています。これは

前述の施設改修・更新費用を２１.３億円下回

っています。市道等の利用実態と安全確保を

考慮した上で、また、施設の統合や廃止によ

る縮減を進め、必要な施設のみの更新とする

ことにより、経費削減を図っていきます。 

施設分類 延長（㎞） 

道  路 1,100.000 

農  道 14.730 

林  道 9.250 

橋りょう 8.600 

上 水 道 73.388 

下 水 道 2.495 

久住農業集落排水 10.636 

荻農業集落排水 19.201 

簡易水道 200.357 

インフラ施設 

更新費用合計金額 
1,016.6 億円 

公共施設等 

更新費用合計金額 
1,376.2 億円 

 

 

  



第2.章 公共施設等の現況と課題 

17 

 

図表 20 【更新費用推計】 

 

 

 

図表 21 【長寿命化型推計条件】 

〇更新費用の推計額 
財源見込み額を把握することが困難であるため、事業費ベースで

の計算とする。 

〇計算方法 
延床面積×更新単価耐用年数経過後に現在と同じ延床面積等で

更新すると仮定して計算する。※単価は図表 22参照。 

〇大規模改造単価 建替えの25％と想定し、この想定の単価を設定する。 

〇長寿命化改修単価 建替えの60％と想定し、この想定の単価を設定する。 

〇耐用年数 
鉄筋コンクリート造、鉄骨造は長寿命化を図り80年とし、 

木造、軽量鉄骨造は50年とする。 

〇大規模改修 
建設後20年、60年で行うものとする。ただし、建替え、 

長寿命化改修の前後 10年間に重なる場合は実施しない。 

〇長寿命化改修 

建設後40年で行うものとする。 

改修等の実施年を過ぎたものは、今後 10年以内に行うものとし

て計算。 

〇地域格差 地域差は考慮しないものとする。 
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図表 21 【長寿命化型推計条件】 

〇経過年数が 

31年以上50年 
今後 10年間で均等に大規模改修を行うものとして計算する。 

〇経過年数が51年以上 
建替時期が近いので、大規模改修は行わずに 60 年を経た年度

に建替るものとして計算する。 

〇耐用年数が超過 今後均等配分により更新するものとして計算する。 

〇建替期間 
設計、施工と複数年度にわたり費用が掛かることを考慮し、建替

期間を3年間として計算する。 

〇改修期間 
設計、施工と複数年度にわたり費用が掛かることを考慮し、改修

期間を2年間として計算する。 

 

 

図表 22 【長寿命化型更新費用推計に関する設定・更新単価】 

施設用途分類  
大規模改造(円) 長寿命化改修(円) 

建替え(円) 
建替えの25％ 建替えの60％ 

市民文化系施設  100,000 240,000 400,000 

社会教育系施設 100,000 240,000 400,000 

スポーツ・レクリエーション系施設  90,000 216,000 360,000 

産業系施設  100,000 240,000 400,000 

学校教育系施設  82,500 198,000 330,000 

子育て支援施設  82,500 198,000 330,000 

保健・福祉施設  90,000 216,000 360,000 

医療施設 100,000 240,000 400,000 

行政系施設  100,000 240,000 400,000 

公営住宅等  70,000 168,000 280,000 

公園 82,500 198,000 330,000 

供給処理施設 90,000 216,000 360,000 

その他  90,000 216,000 360,000 

【資料】学校施設の長寿命化計画策定に係る手引 付属エクセルソフトの単価 
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図表 23 【都市基盤施設(インフラ)施設の更新単価】 

 耐用年数 建替 

道路 15年 4,700円/㎡ 

橋りょう 60年 45万円/㎡ 

上水道 60年 9.7～15.8 万円/ｍ 

下水道 50年 61～295万円/ｍ 

【資料】公共施設等更新費用試算ソフト Ver.2.10 
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9.現状や課題に関する基本認識（まとめ） 

 

■人口減少・少子高齢化社会への対応 
本市の人口は、昭和５５年の３６,０１１人をピークに減少に転じています。国立社会保障・人

口問題研究所の将来推計によると、約２５年後の令和２７年(2045 年)には総人口が１２,０

００人を下回り、生産年齢人口も３９％まで減少するものと推計されています。そのため、こ

のような人口構成の大きな転換に伴う市民ニーズの変化に対応した、適正な公共施設等の

総量規模や配置を検討していく必要があります。 

また、地区によって人口増減の傾向や少子・高齢化の進行状況が異なっていることから、

各地区の特性に応じた公共施設等の適正な配置や管理・運営を行っていく必要があります。 

■厳しい財政状況への対応 
人口の減少に伴い市税収入の減少が予想されることに加えて、主要財源である普通交付

税が、一本算定となることや同時期の国勢調査による人口減少により減額となってくる見込

みがあります。歳出では、少子・高齢化に伴う扶助費等の義務的費用が増加することから、公

共施設等の維持管理のための財源確保が難しくなることが見込まれます。 

公共施設等の修繕・更新にかかる費用の過去１０年間の平均が年間約３３億円であるのに

対し、旧合併特例債という効果的な財源が底をつく、今後３５年間では年平均で約３９億円の

費用が必要になるという試算結果となっています。こうした厳しい財政状況の中で、公共施

設等の管理・運営にかかる費用を低減し、なおかつ機能の維持を図っていくことが大きな課

題となります。また、民間企業との連携や、市民との協働も視野に入れながら、事業の効率化

や維持管理費の削減に取組む必要があります。 

■公共施設等の改修・更新等への対応 
これまで整備した公共施設等の老朽化が進んでいます。今後、これらの公共施設等の改

修・更新等の費用は、増大することが見込まれ、従来と同様に修繕・更新等への投資を継続し

ていくとすると、市の財政を圧迫し、他の行政サービスに重大な影響を及ぼす可能性が出て

くることが予想されます。 

また、改修・更新等の費用は、突出して多くなる年があるため、年度毎の支出に極端な増減

が生じてしまうものと推測されます。このような状況を回避するには、改修・更新等にかかる

費用を全体的に抑えるとともに平準化させることが必要であり、今後は、中長期的な視点に

よる計画的・戦略的な公共施設等の再編成・管理に取組み、将来にわたっての一定の目途を

つける必要があります。 

現在公共施設等の情報管理は、当該施設の管理運営を担う各担当課が行っていますが、

今後、計画的・戦略的な公共施設管理を推進するうえでは、情報を一元管理し、より効率的な

管理・運営を推進していくための組織体制の構築が必須となります。 
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1.基本目標 

 

■安全・安心な生活基盤の維持 

■公共施設等の耐用年数延伸（長寿命化対策） 

■施設保有量の削減と費用負担の平準化 
 

 

今後、施設を良好な状態で使用していくためには適切な保全工事を実施する必要があり

ます。市税等の減少、投資的費用の抑制など市の歳入、歳出構造が変化することが予想され

る中で、公共施設等への市民ニーズの量や質の変化を的確に捉え、必要となる公共施設等を

将来にわたり維持する必要があります。このためには、財源や既存の施設などの限られた運

営資源を有効に活用して、安心安全な公共施設等を形成するとともに、効率的・効果的な施

設運営によって、持続可能な市民サービスの提供を図っていきます。 

 

 

〇市民が快適で安心できる生活基盤の維持 

市民生活を支えるインフラ資産は重要な生活基盤です。日ごろから維持管理に努め、安

全と安心を確立していきます。また、新規整備については、人口減少による利用状況等、

費用対効果を精査したうえで取り組んでいきます。 

上下水道等のライフラインについては適切な管理を行いながら、老朽施設の更新など

安定したサービスの提供に努めます。 

  高齢者や障がい者の自立した生活のため、公共施設等のバリアフリー化に努めます。 

 

〇施設を継続して使用するにあたって、定期的な点検や診断を実施し、長期的視点に立っ

た「予防保全」による維持管理を行う公共施設等の長寿命化を推進します。 

 

〇人口減少の経過や財政状況を見極めながら、施設保有量の低減を図り、適切な施設保有

の検討を行います。また、集中する施設の老朽化に対応するためにも、費用負担の分散、

平準化を推進します。 
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2.公共施設等の整備及び管理に関する基本方針 

 

本市における公共施設経営基本方針は、原則として、「竹田市新市建設計画」等の機能配

置計画と整合を図り、公共施設等の総合的かつ計画的な管理・経営を推進することとしま

す。 

 

 

○建物重視から機能維持による選択と集中 

建物の更新時には、廃止、複合化、集約化、用途変更など「選択と集中」により、「機

能」はできるだけ維持しつつ、新たな建物を極力増やさず、総量を抑制していく方向で

施設運営を推進します。 

 

○個別施設計画(アクションプラン)の策定 

施設運営を基本としつつ、施設の機能を維持しながら総量の削減、効率化を進める

べく、地域の実情に即した形での個別施設計画(以下、「アクションプラン」と称します)

を策定します。アクションプラン策定後は、必要に応じて見直しを行いながら、計画を

推進していきます。 

 

○民間活力の導入と市民との協働 

施設の整備、更新、維持管理、運営において、民間のノウハウや活力を取り入れた効

果的・効率的なマネジメントを行い、指定管理等のＰＰＰ(※３0 ページ)手法の導入を

検討します。 公共施設マネジメントの必要性を市民に分かりやすく説明し、理解を得

ます。常に情報を開示し、問題意識の共有を図り、地域で施設の維持管理や運営を行

う共同事業についても検討を行います。 

 

○事後保全から予防保全へ、次世代に負担を残さない 

将来世代に過度な負担を残さず、施設を維持更新していくためにも人口減少、少

子・高齢化など社会状況の変化にあわせて施設保有量を低減し、最適化を図ります。ま

た、各種遊休資産の有効活用（転用による再生や貸付）を行うことにより、維持経費の

削減を図り、収入の確保に努めます。 
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○統合・廃止の推進方針 

継続・見直し(複合化、集約化、転用、減築)、廃止などの取組みを進め、保有総量の低

減を図ります。 

施設の新設が必要な場合、中長期的な目標値の範囲内で、費用対効果を考慮して行

います。施設の廃止によって生じた施設や用地等は、原則貸付・売却による収益確保に

努めます。 

都市基盤施設(インフラ)については今後の社会状況や市民ニーズを的確に捉え、財

政状況を考慮して中長期的な視点から必要な施設の整備を計画的に行います。 

 

継 続：建替若しくは大規模改修などにより長寿命化を図ること。 

複合化：用途が異なる複数の施設を 1つの施設にまとめること。 

集約化：用途が同種あるいは類似している複数の施設を 1つの施設にまとめること。 

転 用：これまでの用途を変更し、他用途のために建物を使用すること。 

減 築：改修によって施設の床面積を減らすこと。 

 

 

 

○安全確保及び点検・維持管理の実施方針 

定期的な点検・診断に基づき、各部位などの劣化状況を把握し、点検・診断結果は施

設情報として整理し、共有します。また、損傷などが発生した後に修繕などを行う「事後

保全型」から、計画的に保全や改築などを行う「予防保全型」へと転換し、計画的な保全

による安全確保を図ります。 

都市基盤施設(インフラ)については、各施設台帳などのデータベース化を進め、点

検・評価に基づき、維持管理方法を分析し、保全需要の見通しを明らかにしたうえで、

保全計画の策定を進めます。 

■本市では、この中から高度な危険性が認められる項目を絞り込み評価します。 

■危険性が認められた施設については、評価の内容に沿って安全確保の改修を実施し

ます。（ただし総合的な判断により改修せずに供用廃止を検討する場合もある。） 

■点検・診断等により高度の危険性が認められた公共施設等や老朽化等により供用廃

止され、かつ今後も利用見込みのない公共施設等については、順次解体を行います。 
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図表 24 【施設の安全確保にかかる項目】 

 

【資料】FM評価手法・JFMES13マニュアル(試行版)  
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図表 24 【施設の安全確保にかかる項目】 

 

【資料】FM評価手法・JFMES13マニュアル(試行版) 
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○長寿命化の実施方針 

今後も継続して保有する施設については、計画的に保全策を実施し、長寿命化対策

を進めます。長期的な改修計画の策定や日常点検の強化など、計画的な維持管理を行

い、施設を安全に長持ちさせ、ライフサイクルコストを削減します。 

都市基盤施設(インフラ)についても保全費用の平準化を図るとともに、必要に応じ

保全水準の見直しを行います。 

図表 25【長寿命化のイメージ（目標耐用年数80年）】 

 
 

 

施設は建設から 40 年くらいまでは、小規模な改修工事や点検・保守・修繕を定期的

に行うことによって、性能・機能を初期性能あるいは許容できるレベル以上に保つこと

ができます。しかし、建設後 40 年程度経過すると点検・保守による修繕・小規模改修

工事では、性能・機能が許容できるレベルを維持できなくなり、大規模改修工事が必要

となります。要求性能レベルは通常時間が経つにつれて上昇するため、要求性能レベル

の変化を視野に入れた改修工事が望まれます。 

さらに施設の寿命を延ばすには、長寿命改修工事が必要となります。本市の公共施

設等では、建替周期は大規模改修工事を経て 60 年とし、その時点で診断を行いさら

に使用が可能であれば長寿命改修工事を行って 80 年まで長期使用しコストを削減す

ることも検討します。 
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○施設運営等の実施方針 

継続する施設についても、施設の開館時間、人員配置の見直しなど、無駄をなくし、

より効率的・効果的な管理運営を目指します。また、PPP/PFI などの手法を用い、民

間活力を施設の整備や管理に積極的に導入するなど、民間事業者等の資金・ノウハウ

を活用したサービス提供を進めます。 

 

 

○施設評価の実施方針例 

今後は、各施設の利用状況等、詳細なデータ収集を行いながら、個別施設計画に基

づく施設の健全度や重要度の判定により精度の高い評価を実施していきます。公共施

設の設置状況や利用状況に基づき、公共施設の性質・現状を評価します。 

 

 

図表 26 【評価項目例】 

評価項目 評価内容及び評価基準 

利用状況 
「市民の施設に対する需要の程度」で、利用者数の現状によ

って評価します。 

経済性 施設にかかる費用を相対的に評価します。 

老朽化度 施設がどれくらい老朽化しているのかを評価します。 
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○更新・改修の実施方針 

計画的な保全では、不具合が発生したそのつど対応する事後保全ではなく、実行計

画を策定し実施していくことが重要です。施設の経年変化には、法規の改正による既

存不適格の発生も含まれるので、適法性の管理が必要となります。 

建物を更新しないで長期にわたって有効に活用するためには、建築の基本性能を、

利用目的に合致した最適な状態に維持あるいは向上することが必要となります。その

ため、インフィル（建物の間取りや内装、設備等）を適切なタイミングで簡易に診断し、計

画的に保全していくことが不可欠であり、総合管理計画の中の具体的な計画となる長

期修繕計画の策定、それまでの間に定期的な見直しを行う中期修繕・改修計画の展開

が重要となります。 

また公共施設が更新される理由には、施設の耐久性、不具合性、施設の規模(広さ・

高さ)、使いやすさ、及び陳腐化の他に、施設に求められる様々な性能面および法規対

応において要求水準を満足できない場合があるので、更新の際には種々の診断を行っ

て更新の理由を明確にする必要があります。 

更新する場合は、まちづくりとの整合性を保ち公共施設のコンパクト化や効率化の

観点から、土地や建物について、単独更新以外の統合や複合化について検討を行いま

す。したがって更新・改修の方針については、統合や廃止の推進方針と整合性を図る必

要があります。 

また、更新時には、PPP/PFI 手法も含め、もっとも効率的・効果的な運営手法の検

討を行います。 

 

 

○耐震化の実施方針 

昭和５６年以前に建てられた旧耐震基準の建築物は、ほぼ耐震改修済みであるもの

の、公共施設等には災害時における拠点や物資及び人員の輸送施設として、重要な機

能を担っていることから、発災時に十分な機能が発揮できるよう、引き続き防災・耐震

性能等の向上に努めます。 
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○ユニバーサルデザイン化の実施方針 

「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」（平成２９年２月２０日ユニバーサルデザイ

ン２０２０関係閣僚会議決定）及び大分県の「おおいた･ユニバーサルデザイン推進基本

指針」における考え方等を踏まえ、公共施設等の計画的な改修等によるユニバーサル

デザイン化の推進を図ります。 

改修等にあたり、高齢者や障がい者等の自立した日常生活及び社会生活を確保する

ため、公共施設等のバリアフリー化に取組むとともに、年齢や性別、障がい者の有無、

国籍等の違いに関わらず、誰もが使用しやすい設計として、ユニバーサルデザインの考

え方に配慮します。 

 

 

○フォローアップの実施方針 

計画に位置付けられた事業は、公共施設マネジメント部局による優先度判定や事業

の方向性検討等の手続きを経て予算要求することとし、当該年度の予算査定において

与えられた財源の中で確定するものとします。また実施計画及び各年度の工事実績に

ついても施設マネジメントシステムにおいて管理し、翌年度以降の展開に向けて適宜、

見直しを行うことで、計画の確実な推進を図ります。 

 

 

○広域連携による集約化等の実施方針 

市町合併以降、施設の集約化や複合化が課題とされてきました。その後、さらなる人

口減少による過疎化や施設の老朽化により、施設の維持・更新費用が、財政運営上の大

きな負担となってきました。 

そこで、広域連携が可能な施設については、広域連携による施設総量の抑制を行うこ

とにより、施設整備費や維持管理コストの削減が可能となります。 
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○安心して快適に生活できる持続可能な地域社会の実現 

生活に必要な各種サービス施設が充実し、利便性の高い安心して生活できる居住空

間を提供することで、快適な居住地づくりを進めます。 

中心市街地は、若年層世代に限らず、高齢夫婦や若者の単身者なども含め、幅広い

世代の居住が見込める場所であることから、土地の高度利用の推進に努め、先に策定

した都市再生まちづくり基本計画に則って進めていきます。一方、荻・久住・直入地域

では、竹田市地方創生ＴＯＰ総合戦略（平成27年10月）の中で、基本目標として「コン

パクトシティを構築し、集落機能（暮らし力）を高める」を掲げ、「竹田市版コンパクトシテ

ィの推進」「小さな拠点の形成」を進めることにしています。 

中心部とそれぞれの特色のある周辺施設のネットワーク化により、都市の利便性の

享受と豊かな自然や魅力的な田舎暮らしが両立できる環境整備を図り、各地域ならで

はの歴史・風致等を活かした個性豊かなまちづくりを目指していきます。 

 

＜各地域ならではのコンパクトシティの構築＞ 

高齢化と人口減少が進む社会において、各地域の実情や課題に応じた都市機能・居

住機能の集積を図るとともに、公共交通の最適化により中心部と各地域のネットワー

クを充実させ、効率的で持続可能なコンパクトなまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

■PPP (Public Private Partnership)とは 

公共と民間が連携して公共サービスの提供を「枠組みをもった計画」で行うことを

PPP（公民連携）と呼びます。 

PPP の中には、PFI、指定管理者制度、公設民営（DBO）方式、さらに包括的民間委託、

自治体業務のアウトソーシングなども含まれます。なお、PFIはPPPの代表的な手法の

一つです。 

■PFI (Private Finance Initiative)とは 

公共施工等の設計や建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公

共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供

を図るという考え方です。 
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3.竹田市内における遊休資産の活用方針と有効活用事例 

 

公共施設の有効活用は、工夫次第で、財政効果だけでなく利便性の向上といった大きな効

果をもたらすものです。 

実際に取組む際には、対象となった施設等について、財政効果や利用状況を考慮するだけ

でなく、実際に利用している市民の立場から見た利便性や利用者の声も考慮することで、そ

れぞれの地域の実情にふさわしい取組みにすることが重要です。 

次は、本市の施設の有効活用した事例の一部です。 

 

■廃校舎の利活用 

【TSG（竹田総合学院）】 

平成 26 年 5 月に、旧竹田中学校舎を利活用した「インキュベーション型工房」を開

設。竹田市の歴史的・文化的背景を活かし、竹田ならではの人材育成、仕事創出に取組

みを進めるとともに、移住・定住のシンボリックな政策となっています。現在、10 名を超

える若手の作家、アーティスト、デザイナー等を市外から受け入れ、自立に向けたサポー

トを行っています。事業の推進により、竹工芸や染色、紙漉きといった伝統産業が復活

し、創造的人材を核とした新たな仕事が生み出されています。 

【祖母山麓体験交流施設「あ祖母学舎」】 

祖母山麓の広大な自然の中に位置する旧嫗岳小学校を、体験型宿泊施設として再活

用。各種体験教室の開催など地域住民のコミュニティ施設にもなっており、また当時の

グラウンド・体育館・図書室・音楽室・実験室などそのまま残していることで、学校単位で

の学生の研修や合宿用の施設としての利用が多い。地域住民が積極的に運営しており、

提供される食事も地元の農産物を使うなど地産地消を実践しています。 

 

■既存施設の複合化 

【荻福祉健康エリア】 

荻支所庁舎の老朽化等に伴い、平成 27 年 3 月に荻支所を「荻福祉健康エリア」施設

内に移転。多くの地域住民が利用する多機能型福祉施設内に移転することで、住民の利

便性が格段に向上しました。また、施設内には、竹田市社会福祉協議会荻支所があるこ

とから、住民の利便性はもとより、福祉行政の連携強化に役立っています。 

【久住支所】 

久住支所は、空きスペース（部屋）を有効活用する観点から、支所のほか、JA おおい

た久住支店（金融）、ケーブルテレビスタジオ等が入り、住民の利便性の向上に努めてき

ました。さらに、施設の機能を高めるため、施設内に市民ギャラリーを整備するととも

に、九州アルプス商工会の移転開設による拠点化を図ります。これによって、利便性の

向上のみならず、相乗効果によって互いの機能がより強化されることが期待されます。 
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4.目標数値 

 

■財政状況を鑑みると現状維持も難しい 

■施設活用の財源は合理化で生み出す 
 

施設は保有していることで費用が発生します。現在の施設を継続して維持することは、

今後の人口減少を見据えると過剰な規模の施設を抱えることとなり、次世代に大きな負

担を背負わせることになりかねません。 

当初計画では、現状の公共施設（ハコモノ）をすべて維持すると仮定した場合、年間２５

億円を上回る費用が不足するとされ、その不足する財源を補うために、既存の施設の除

売却、統廃合など、どれだけの施設を削減すれば、残りの施設を維持できるかを試算しま

した。その結果、計画期間中(40年間)に４０．７％の施設削減を目標としました。 

計画策定から５年経過し、３％の施設削減が行われましたが、今回の改定では、昨年度

策定されたアクションプランの方針（大規模改修や長寿命化改修、譲渡、廃止等）を基準に

試算すると当初計画に比べ大幅に経費を削減できることとなり、計画期間終了時の令和

３７年度（2055 年度）では、下図シミュレーション①のとおり、２１．６％の削減（令和 37

年度目標延床面積205,208㎡）となります。因みに、当初計画通りに施設を削減すると

した場合は、シミュレーション②（令和37年度目標延床面積 156,301 ㎡）となります。 

 

図表 27 【公共施設削減目標】 
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5.地方公会計との連携 

 

施設マネジメントを運営するにあたり、施設点検から始まり、利用状況等の調査や施設の

改修など、施設の維持管理や運営を実施することで、計画的な保全が実現できます。 

本計画を効率的、効果的に実現するためにも、蓄積された情報だけでなく、地方公会計と

の連携も活用していきます。 

 

 

図表 28 【施設マネジメント PDCAサイクル】 
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・利用状況の調査（コスト・利用人数など） 

・固定資産台帳の異動更新 

・施設マネジメントシステムの更新 
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1.市民文化系施設 

 

市民文化系施設は、全部で33施設あります。名称は代表的なものを表示しています。 

  

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 

竹田市役所本庁舎 
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■市民文化系33施設のうち、築31年以上が1５施設 

（文化財として残している建物もあり） 
 

■集会施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

 

■集会施設（将来的に地元自治会等に譲渡する予定の施設） 

 
【基準日】令和 2年度末  
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■文化施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

 

〇今後の方針 
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○竹田市水力発電施設周辺地域等地区集会所条例 

第１条 市は、水力発電施設周辺地区住民の集会、その他の公共的利用に供するため、地区集会所(以下

「集会所」という。)を設置する。 

 

第２条 集会所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 
 

 

〇竹田市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例 

第３条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを譲与し、又は時価よりも低い価額で

譲渡することができる。 

(５) 竹田市水力発電施設周辺地域等地区集会所条例に規定する集会所の用途を廃止した場合におい

て、当該用途の廃止によって生じた普通財産をその普通財産が含まれる区域で組織された地縁団体

に譲渡するとき。 

  



第4章 類型ごとの管理に関する方針 

38 

 

2.社会教育系施設 

 

社会教育系施設は、全部で20施設あります。 

 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■社会教育系20施設のうち、築31年以上が1４施設 

（そのうち築51年以上が４施設） 
 

■図書館 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

■公民館 

 
【基準日】令和 2年度末 
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○今後の方針 

 

○安心と充実のシニアライフ 

社会教育法において、社会教育は青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動

であり、公民館は実生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて

住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に

寄与することを目的とするとあります。 

高齢化の進む竹田市においては、地域を支える重要な資源ともいえる高齢者の知恵と

技術等のシルバーパワーを発揮できるよう、高齢者の従業機会の拡充や地域文化伝承の

機会創出、ボランティア活動など活躍の場づくりを推進します。 

 

・集う場（公民館等）の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・地域生活に根ざす活動 

・地域文化伝承活動、ボランティア活動の支援・・・・・・生活文化を高める活動 

・各種サロンの立ち上げ支援及び指導者の育成・・・・・地域連携を強める活動 

 

○わたしたちの図書館 

城下町竹田の街並みと融合するたたずまいを持つ新図書館は、様々な年代の人々が集い居心

地がいいと感じられる空間を実現するため、同じ高さの書架が整然と並ぶ従来型の図書館では

なく、来館者の動線を生み出し新しい本との出会いを誘発する流線型の書架を配置しています。

また、中心図書館としての機能を充実させつつ、地域の拠点となる公民館図書室や学校図書館な

どと連携・支援するほか、他の情報拠点とも連携して城下町の回遊性を高め賑わい創出の役割も

担っています。 

＜開館後のアンケート結果（図書館だより35号）＞運営やサービスに対する利用者満足度 

（館内の雰囲気居心地：９８％が満足）（スタッフの対応：９９％が満足） 

図書館利用状況（平成２９年５月２１日開館） 
  

  H27 H28 H29 H30 R1 R2 

入 館 者（人） 38,023 32,011 66,342 72,973 65,146 46,747 

貸出冊数（冊） 70,039 56,380 108,752 129,695 120,829 112,689 

登録者数（人） 4,915 4,915 6,050 6,732 7,455 7,884 
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3.スポーツ・レクリエーション系施設 

 

スポーツ・レクリエーション系施設は、全部で4０施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■スポーツ・レクリエーション系4０施設のうち、築 31年以上が１２施設 

（そのうち築51年以上は 1施設） 
 

■スポーツ施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

■レクリエーション施設・観光施設 

 
【基準日】令和 2年度末 
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■レクリエーション施設・観光施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

  



第4章 類型ごとの管理に関する方針 

44 

 

○今後の方針 

 

〇指定管理施設等収益施設 

収益施設については、経営状況（利用状況）を把握しながら、維持管理費などの投資効

果を分析し、施設活用における継続や廃止等を検討します。 
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4.産業系施設 

 

産業系施設は、全部で4３施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■産業系4３施設のうち、築31年以上が 16施設 

 

■産業系施設 
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■産業系施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

○今後の方針 
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5.学校教育系施設 

 

学校教育系施設は、全部で27施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■学校教育系27施設のうち、築31年以上が１６施設 

（そのうち築51年以上が２施設） 
 

■小学校 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

■中学校 

 
【基準日】令和 2年度末 
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■その他教育施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

※学校と幼稚園の築年度・経過年数・構造については、校（園）舎、体育館、プールについて記載 

 

○今後の方針 
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○教育環境 

平成３０年度に策定された「竹田市学校施設等長寿命化計画」に沿って老朽化した学校

施設の計画的、効率的な再生整備や維持管理を行っていきます。また、児童生徒一人一人

の教育的ニーズに応じた多様な学習形態を展開するための学校施設としての機能や役割

などを考慮しながら、個別施設毎の建替え、改修等の方向性や優先順位を設定し、児童生

徒の安全性・快適性の確保や、少子化に対応した適正な教育環境の充実、地域コミュニテ

ィの拠点化のための整備を進めます。（竹田市長期総合教育計画抜粋） 

 

 

○適正な学校規模への対応 

   小学校については、地域で子どもを育てるという基本理念から、また学校教育にも欠か

せないコミュニティを地域に残すため、各学校の魅力・特色を活かし、まずは存続すること

を念頭に置きます。しかし、少子化を背景に全小学校が小規模校であることから、地域や

保護者の声を十分拝聴した上で、諸々の事情から学校存続が難しくなった場合には、学校

再編について検討します。 

その際、最終的な配置の在り方は、竹田地域に２～３校、その他の地域に各１校の配置を

基本とします。 

中学校は、義務教育の最終段階であり、小学校教育での学びをふまえ、生徒の能力を伸

ばしつつ、社会的自立の基礎、国家・社会の形成者としての基本的資質を養うことを目的

としています。このため、単に教科等の知識や技能の習得だけではなく、生徒自身による

自主的・自立的な教育活動等を通じて、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢

磨しながら、思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身

につけさせることが重要になります。 

また、部活動を含め多様な選択肢の中から、自己を成長させ、それぞれの可能性を伸ば

していける場を選び取れる環境も必要です。そうした教育環境を子どもたちに提供するた

めにも、全中学校が小規模校である現状を鑑み、一定の集団規模（１学年２学級）を維持す

ることを原則として、地域や保護者の声を聴きながら、再編による配置を推進していきま

す。 

公立幼稚園については、「人づくり」における人格形成の時期の幼児教育をリードする

役割を担っており、当面、存続をします。今後の個別の配置については、地域の状況や園

児数等の推移を見極めながら判断していきます。（竹田市長期総合教育計画抜粋） 

※竹田市立幼稚園管理運営規則 

第 17条 第 11 条に規定する入園志願者が５人未満となる幼稚園が生じたときは、原則として当該幼 

稚園を閉園して、竹田市教育委員会が指定する他の幼稚園に園児を入園させるものとする。ただし、 

直入幼稚園については、入園志願者数と在園予定者数との合計が５人未満となるときとする。 

 



第4章 類型ごとの管理に関する方針 

52 
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○給食サービス  

1 日あたりの調理能力２,４００食（３調理場合計） １日の調理数 1,629食（令和３年度） 

学校給食（令和３年４月１日現在）     

調理場名 
竹田中央学校給食 

共同調理場 

久住学校給食 

共同調理場 

直入学校給食 

共同調理場 
合  計 

調理能力 １,６００食  ５００食  ３００食  ２,４００食 

配食対象校 

小学校７校 小学校３校 小学校１校 小学校１１校 

中学校３校 中学校２校 中学校１校 中学校 ６校 

幼稚園２園 ― 幼稚園１園 幼稚園 ３園 

県立支援学校１校 ― ―   

給食数等 

小学校６５４人 小学校１６７人 小学校１０５人 小学校９２６人 

中学校３４１人 中学校 ９７人 中学校 ５５人 中学校４９３人 

幼稚園 ５３人 ― 幼稚園  ６人 幼稚園 ５９人 

支援学校１０７人 ― ― ― 

調理場 ２８人 調理場 １０人 調理場  ６人 調理場 ４４人 

 計１,１８３人  計  ２７４人  計 １７２人   

合 計 ： １,６２９人（教職員等を含む）   

本市における令和３年度（2021年度）の調理実態は図のとおり、１日当たり 1,629食

です。竹田中央学校給食共同調理場については、1 日当たり 1,600 食の調理能力を有し

ており、児童生徒数の減少を考慮すると、近い将来１日当たりの必要食数は竹田中央調理

場のみで賄えることになります。 

全体の調理能力が需要量を上回る状況（過剰投資）となっています。今後、余剰となる

施設については、集約化による統廃合を視野に入れる必要性があります。ただし、行政サ

ービスの低下を招かないように配送時間の延長なども考慮しなければなりません。 

（中央調理場：2007年建築、久住調理場：2002年建築、直入調理場：1996年建築） 
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6.子育て支援施設 

 

子育て支援施設は、全部で5施設あります。 
 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■子育て支援5施設のうち、築 31年以上が 1施設 

 

■幼保・こども園 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

※今後、利用人数の推移や周辺の人口変動などを分析し、現在の水準の費用を維持すること

が妥当かどうか検討する必要があると考えられます。 
 

 

○今後の方針 
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7.保健・福祉施設 

 

保健・福祉施設は、全部で8施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■保健・福祉8施設のうち、築 31年以上が２施設 

 

■高齢者福祉施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

■医療施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

■その他社会福祉施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

○今後の方針 

視点 取組みの方向 

質 

・行政が施設運営する必要性が低下した施設について、管理主体の見直しを含め、

検討します。 

・維持すべき施設は、安全の確保や長寿命化を図るため、予防保全型対策に転換し

ます。 

・稼働率の低い施設については、余裕スペースの貸出などの有効活用等を検討し

ます。 

量 ・人口動向、利用ニーズ等を踏まえ、施設の集約化・多機能化等を検討します。 

費用 ・指定管理者制度導入の施設について、より効率的な管理運営方法を検討します。 
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８．行政系施設 

 

行政系施設は、全部で４５施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■行政系45施設のうち、築 31年以上が７施設 

 

■本庁舎 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

 

■支所庁舎 

 
【基準日】令和 2年度末 
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■消防施設 
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■消防施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

 

■その他行政施設 

 
【基準日】令和 2年度末 
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○今後の方針 

視点 取組みの方向 

質 
・窓口機能のIT化や余裕スペースの活用など、市民の利便性を高める工夫を検討し

ます。 

量 ・人口動向、利用ニーズ等を踏まえ、施設の集約化・多機能化等を検討します。 

費用 

・施設の建替等については PPP/PFI 手法の導入を検討し、施設の長寿命化や維持

管理費の削減を図ります。 

・維持管理費用が高い施設については、エネルギーコストの低減、公共施設の包括的

な管理などによる維持管理費用の削減に努めます。 
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９．公営住宅等 

 

公営住宅等は、全部で32施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■公営住宅等32施設のうち、築31年以上が1５施設 

（そのうち築51年以上が8施設） 

 

■公営住宅等 
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■公営住宅等 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

※築 51 年以上が経過している 8施設について、早急な対策が必要であると考えられます。そ

の際、今後の利用見通しを踏まえて、施設を長寿命化させて短期的な利用にとどめるか、建

替を行って長期的な視点での管理・運営を行うかを検討する必要があります。 
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○今後の方針 

視点 取組みの方向 

質 

・従前の仕様より効率的かつ効果的な仕様で修繕等を行い、安全性や快適性

の向上を図ります。 

・不具合の早期発見に努め、予防保全的な維持管理や修繕計画の立案につな

げ、耐久性の向上を図ります。 

量 

・現在の管理戸数を維持し、耐用年数を超える木造団地等は順次用途廃止を

行いつつ当面建替は見合わせます。 

・PPP/PFI 手法の導入を検討し、住宅ニーズに対応していきます。 

費用 
・予防保全により修理周期の延長を図りライフサイクルコスト、運営管理費用の

低減を進めます。 

 

○竹田市住宅マスタープラン 

【策定年次】平成24年 3月（平成３０年度見直し） 

【計画期間】令和元年4月～令和 11年 3月（見直し後） 

本市では、公営住宅 21 団地 390 戸、特定公共賃貸住宅 6団地 88 戸を管理しています。

これらの公営住宅等ストックの活用により、住宅の確保に配慮を要する低額所得者や高齢者、

障がい者、ひとり親世帯、子育て世帯等、多様な住宅困窮者が安心して住み続けられる住まい

づくりを目指します。 

公営住宅等ストックの活用に向けて、老朽化した住宅においては、建替えや用途廃止による

計画的な更新を行うとともに、住環境の向上や安全性の確保のための計画的な改善、修繕を

推進します。また、福祉・保健・医療施策との連携により、多様なニーズに対応した住環境の整

備を行うことを検討します。 
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10.公園 

 

公園は、全部で 12施設あります。 

 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■備え付け遊具等の老朽化も整理や分析の対象 

■築31年以上が3施設 （そのうち築５１年以上が１施設） 

 

■公園 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

※安全で快適な公園施設を提供するため、老朽化が進む公園施設に対し、公園利用者の安全

性確保及びライフサイクルコスト縮減という観点から、適切な施設点検や維持補修等の予防

保全型管理を実施することにより既存施設の長寿命化を図る。（竹田市公園施設長寿命化計

画抜粋） 

 

○今後の方針 

視点 取組みの方向 

質・量 

・不具合の早期発見に努め、予防保全的な維持管理や修繕計画の立案につな

げ、耐久性の向上を図ります。 

・利用ニーズを踏まえ、適正配置を図ります。 

費用 
・耐久性、維持管理の容易性を踏まえ、ライフサイクルコストの低減を図ります。 

・より効率的な管理運営を検討し、見直します。 
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11.供給処理施設 

 

供給処理施設は、上水道や下水道の建物や火葬場等が該当し、全部で 15施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■供給処理15施設、うち築31年以上が８施設（うち築５１年以上が２施設） 

■上水道施設などは都市基盤施設(インフラ)で、要対策 
 

■供給処理施設 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

※上下水道設備やごみ処理施設、火葬場等はインフラ施設に近い性質を持った施設のため、適

切に老朽化対策を講じる必要があります。 
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○ごみ処理施設の広域連携による集約化 

・広域連携により集約化 

平成 14年 12月に大分市との広域連携により集約化をしています。 

（福宗環境センター18300㎡、佐野清掃センター22948㎡の２施設） 

竹田市の現行負担割合：3.59％（規模割 1.95％、搬入量割 1.64％） 

 

・施設更新 

施設名称   ： 仮称「新環境センター」  （大分市大字上戸次769-8外） 

建築予定   ： 令和９年供用開始予定 （用地面積約２６ha） 

施設能力   ： （予定） 230ｔ/日 × ３炉 

参加自治体 ： 大分市、竹田市、由布市、臼杵市、豊後大野市、津久見市 

 ※更新から豊後大野市、津久見市が新たに加わる予定です。 

 
 

 

 

○今後の方針 

視点 取組みの方向 

質 
・維持すべき施設は、安全の確保や長寿命化を図るため、予防保全型対策に

転換します。 

量 ・将来需要に見合った適正規模を確保します。 

費用 
・施設の更新、運営については、PPP/PFI 手法、省エネ対策の導入を検討

し、施設の長寿命化や維持補修費の削減を図ります。 
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12.その他施設 

 

これまでに分類されないトイレのみの施設や移動通信施設、普通財産等が該当します。全

部で３１施設あります。 

  

竹田市役所本庁舎 

■竹田地区 

■荻地区 

■久住地区 

■直入地区 
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■その他３１施設、うち築31年以上が2３施設 

（そのうち築51年以上が１０施設） 
 

■その他 

 
【基準日】令和 2年度末 
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■その他 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

※用途廃止され、普通財産になっている建物については、活用できるものかそうでないのかを

早々に判断し、保有していることでかかってくる費用を極力なくしていくことが重要です。 
 

 

○今後の方針 

視点 取組みの方向 

質 
・利用者が少ない施設については、集約化を図り、保有総量を圧縮します。 

・利用ニーズを踏まえ、適正配置を図ります。 

量 ・将来需要に見合った適正規模を確保します。 

費用 

・施設の更新、運営については、PPP/PFI 手法、省エネ対策の導入を検討し、施

設の長寿命化や維持補修費の削減を図ります。 

・耐久性、維持管理の容易性を踏まえ、ライフサイクルコストの低減を図ります。 
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13.都市基盤施設(インフラ)施設 

 

 

■上水道情報内訳 

 
【基準日】令和 2年度末 

 

 

■都市基盤施設(インフラ)施設内訳 

 
【基準日】令和 2年度末 

 
○今後の方針 

日常生活を支える重要なライフラインであり、日常的に適切な形で維持管理されてい

ることが求められますが、維持補修や長寿命化に要する費用を平準化させるとともに、

工法の見直し等による費用そのものの削減も課題となっています。 

日常点検や定期点検、異常時の点検を行いながら、同時に補修工事を実施する等、イ

ンフラの維持管理に努めます。 
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